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こ 支 虐 第 1 3 1 号 

こ 支 家 第 1 5 6 号 

令和７年３月 31 日 

 

北海道 児童福祉主管部（局）長 

東京都 児童福祉主管部（局）長  殿 

熊本市 児童福祉主管部（局）長 

                        

 こども家庭庁支援局虐待防止対策課長 

こども家庭庁支援局家庭福祉課長 

 

医療機関等に受け入れられたこどもの生命・健康の確保の尊重について 

 

 

熊本市内の医療機関における「こうのとりのゆりかご」、北海道内の市民団体が運営する

「ベビーボックス」の設置に続き、今般、東京都内の医療機関において「いのちのバスケッ

ト」が設置（以下これらの設置主体を「医療機関等」という。）されることとなりましたが、

保護者がこどもを置き去りにする行為は、本来あってはならない行為であり、出産や育児に

悩みを持つ妊産婦又は保護者には、児童相談所等に相談していただきたいと考えます。 

そのため関係自治体におかれては、こうした行為を未然に防ぐことができるよう、出産や

育児に悩みを持つ妊産婦又は保護者に対し、性と健康の相談センター窓口、こども家庭セン

ター、児童相談所等に相談していただくことの周知を図っていただくほか、妊娠について悩

んでいる者や家庭生活に困難を抱える妊婦の孤立を防止し、関係機関が寄り添った支援がで

きるよう積極的に取り組んでいただくよう、改めてお願いいたします。 

また、当該医療機関等に対する対応及び児童相談所等における対応については、下記のと

おりとなりますので、ご了知いただきますようお願いいたします。 

なお、下記事項は、医療機関等に受け入れられたこどもの生命・健康の確保が尊重される

べきことを念頭に置いて通知するものであり、当該医療機関等におけるこどもを受け入れる

取組を推奨するものではないことにご留意ください。 

 

 

記 
 
 
第１ 医療機関等に対する対応 
 １ 保護者に対する相談周知 
関係自治体においては、医療機関等に対して、管内の設置場所に、保護者に対してま

ずは相談してほしい旨の表示を行うなど、母子を適切かつ必要な支援につなげる働きか

けを行うよう求めること。 
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２ 要保護児童発見者の通告義務  
児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 25 条第１項に規定する要保護児童発見者の

通告義務は、要保護児童の把握の端緒として設けられたものであり、当該医療機関等が

受け入れたこどもは、その保護者が親権を行使しておらず保護者のない児童として要保

護児童に該当すると考えられるため、医療機関等においては、通告義務が発生する。し

たがって、関係自治体においては、医療機関等から児童相談所に、当該児童について同

項に基づく通告が行われるよう、医療機関等に対して求めること。 
 なお、同項の通告は、市区町村、福祉事務所又は児童相談所にすることとされている

が、保護者のない児童については、児童福祉法第 33 条第１項又は第２項に基づく一時

保護を行う必要性が高いと考えられるため、児童相談所に通告することが最も適当であ

る。 

 

３ 要保護児童の生命・健康への配慮 
関係自治体においては、医療機関等に対し、当該児童の生命・健康に支障が生ずるこ

とがないよう万全の配慮を行うよう求めること。 
 
第２ 要保護児童を把握した場合の児童相談所等における対応 
 １ 通告により把握した場合 
通告を受けた児童相談所は、関係自治体や警察、医療機関等と連携の上、児童福祉法

第 33 条第１項又は第２項に基づく一時保護を行い、特別養子縁組制度の活用や里親委

託等の必要な支援が受けられるように調整すること。 

通告を受けた際には、戸籍法（昭和 22 年法律第 224 号）上の手続きが行われている

か否かを確認し、行われていない時は必ず手続きを行うこと。 

 

 ２ 同居児童の届出等、通告以外の端緒により把握した場合 
要保護児童として通告がなされなかった場合であっても、児童福祉法第 30条第１項
の同居児童の届出により当該同居児童が要保護児童に該当することが明らかになる等、

児童相談所等において要保護児童の存在を把握した場合には、通告を受理した場合と同

様、児童相談所は、関係自治体や警察、医療機関等と連携の上、児童福祉法第 33 条第

１項又は第２項に基づく一時保護を行い、特別養子縁組制度の活用や里親委託等の必要

な支援が受けられるように調整すること。 

この場合も、戸籍法上の手続きが行われているか否かを確認し、行われていない時は

必ず手続きを行うこと。 
 
 


